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第４６０回島根県議会提出議案等一覧

Ｈ２９．９．６提案分

区 分 議案No 議 案 名

議 案 予算案 ８８ 平成２９年度島根県一般会計補正予算（第２号）

(28件) (16件)

８９ 平成２９年度島根県公債管理特別会計補正予算（第１号）

～ 外９特別会計補正予算

９８

８９ 公債管理 ９０ 証紙 ９１ 市町村振興資金

９２ あさひ社会復帰促進センター診療所 ９３ 母子父子寡婦福祉資金

９４ 農林漁業改善資金 ９５ 中小企業近代化資金 ９６ 臨港地域整備

９７ 流域下水道 ９８ 県営住宅

９９ 平成２９年度島根県病院事業会計補正予算（第１号）

～ 外４事業会計補正予算

１０３

９９ 病院 １００ 電気 １０１ 工業用水道 １０２ 水道 １０３ 宅地造成

条例案 １０４ 島根県手数料条例の一部を改正する条例

(４件) 関係法令の施行に伴い、県が徴収する手数料について所要の改正

対象 改正内容

①旅行業法関係手数料 旅行サービス手配業の登録に係る手数料の新設

小規模不動産特定共同事業の登録等に係る手数料
②不動産特定共同事業法関係手数料

の新設

③住宅確保要配慮者に対する賃貸住
住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業の登録等

宅の供給の促進に関する法律関係
に係る手数料の新設

手数料

施行日：①改正法施行日及び公布の日

②改正法施行日

③改正法施行日

１０５ 特定地域の振興を促進するための県税の課税免除等に関する条例の一部を改

正する条例

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化に関する法律の一部を

改正する法律（通称：地域未来投資促進法）の施行に伴う所要の改正

施行日：公布の日
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区 分 議案No 議 案 名

条例案 １０６ 島根県県税条例の一部を改正する条例

つづき 自動車保有関係手続のワンストップサービスを導入することに伴う所要の改正

①自動車取得税の納付方法、自動車税の徴収方法の特例等に関する規定の整備

②その他規定の整理

施行日：①平成30年１月１日

②公布の日

１０７ 島根県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

隠岐大峯山風力発電所３号機の廃止に伴う所要の改正

施行日：公布の日

一 般 １０８ 県の行う建設事業に対する市町村の負担について

事件案 地方財政法等の規定に基づく平成29年度県営事業に係る市町村負担率の決定

(８件)

１０９ 権利の放棄について

林業・木材産業改善資金貸付金に係る債権の請求権の放棄

・債務者：個人外２名

・放棄する権利の内容：平成16年７月５日付け林業・木材産業改善資金に係る借用証書

に基づく貸付金の未償還額4,001,857円及びこれに係る附帯債務

の請求権

１１０ 契約の締結について 島根県営住宅（（仮称）松江市大輪団地）建設

（建築）工事

契約の方法：一般競争入札 契約金額：2,095,200,000円

工期：平成31年3月29日

契約の相手方：松江土建・カナツ技建工業・一畑工業特別共同企業体

施工場所：松江市大輪町地内

１１１ 平成２８年度島根県電気事業会計の利益剰余金の処分及び決算の認定につい

て

・未処分利益剰余金を減債積立金及び地域振興積立金に積立て

・未処分利益剰余金を資本金に組入れ

認定１ 平成２８年度島根県病院事業会計決算の認定について

認定２ 平成２８年度島根県工業用水道事業会計決算の認定について

認定３ 平成２８年度島根県水道事業会計決算の認定について
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区 分 議案No 議 案 名

一 般 認定４ 平成２８年度島根県宅地造成事業会計決算の認定について

事件案

つづき

報 告 報告17 公立大学法人島根県立大学の業務の実績に関する評価結果について

(４件)

報告18 資金不足比率について

病院事業会計、電気事業会計、工業用水道事業会計、水道事業会計、宅地造成事業会計

報告19 専決処分事件の報告について（変更契約の締結） １件

・島根県立大学（出雲キャンパス）新棟整備（建築）工事

1,531,184,040円（23,755,680円増額）

報告20 専決処分事件の報告について（損害賠償） １４件

・交通事故 ８件 賠償額合計 551,376円

・落石等事故 ５件 賠償額合計 1,038,857円

・その他 １件 賠償額合計 45,000円
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平成２９年度９月補正予算案について

１ 概 要

９月補正予算は、７月の大雨による被害対策のほか、早急に対応すべきも

のなどについて措置し、総額９２億円を計上する。

主な補正項目

① 公共事業 １，５９７百万円

・ ７月４日からの大雨による被害対策に伴う補正

・ 国の補助金・交付金の内示に伴う補正

② 災害対策の強化 ９百万円

・ 県庁６階南側に新たに災害対策本部の事務室を設置し、備

品を整備

③ 宍道湖自然館の整備 ４０百万円

・ （公財）ホシザキグリーン財団からの寄附の申し出を受け、

宍道湖自然館ゴビウスの施設改修を実施

④ 県立美術館への寄贈美術品の保存 １６百万円

・ 永田生慈氏（島根県津和野町出身）からの葛飾北斎浮世絵

等の寄贈の申し出を受け、美術品の輸送や保管庫整備を実施

⑤ 公債費 ７，０１０百万円

・ 決算剰余金の活用による県債の繰上償還

⑥ 職員給与費 ▲５８３百万円

・ 現員現給による年間所要額の精査
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２ 平成２９年度一般会計歳入歳出予算

６月補正後予算額 (ａ) ５，１２１億円

９月補正予算額 (ｂ) ９２億円

補正後予算額 (ａ)＋(ｂ) ５，２１３億円

＊対前年度同期比 ９６．３％

【参考】平成 28年度 9月補正後予算額 5,415億円

３ 財 源

⑴ 県税 １億円

⑵ 国庫支出金 ２億円

⑶ 基金の取崩し ４４億円

⑷ 県債 ７億円

⑸ 繰越金 ２９億円

⑹ その他の歳入 ９億円

合 計 ９２億円
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主 な 補 正 項 目
(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

公共事業 1,352,350 災害復旧及び今後の災害への備え 農林水産部

（７月４日からの大雨 ①７月４日大雨の災害復旧 4.9億円 土 木 部

による被害対策） 災害復旧経費見込み 44.1億円

既定災害予算対応 39.2億円

②今後の災害への備え 8.6億円

新 災害対策本部整備事業 9,161 大規模災害等発生時において、迅速に本 防 災 部

部運営業務を行うため、県庁６階南側に新 [防災危機管

たに災害対策本部の事務室を設置し、必要 理課]

な備品を整備

新 宍道湖自然館ゴビウス 40,000 （公財）ホシザキグリーン財団からの寄 農林水産部

施設改修事業 附の申し出を受け、宍道湖自然館ゴビウス [水 産 課]

の施設改修を実施

・ウッドデッキ更新

・シラウオ展示施設設計業務委託

県立美術館美術品保存 15,880 永田生慈氏（島根県津和野町出身）から 環境生活部

事業 の葛飾北斎浮世絵等の寄贈の申し出を受 [文化国際課]

け、寄贈美術品の輸送や保管庫整備を実施

［寄贈美術品］

葛飾北斎とその弟子による錦絵、版

本、肉筆画など1,000点以上

［公開予定］

平成31年３月に企画展を開催

島根県原子力防災安全 15,466 島根原子力発電所の立地市及び周辺市に 地域振興部

等対策交付金 対し、核燃料税条例の改正に伴う核燃料税 [地域政策課]

増収相当額の一部を交付

［交付率］核燃料税の増収相当額の20％

（松江市12％、出雲市４％、

安来市２％、雲南市２％）
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(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

原子力防災・安全対策 16,639 原子力災害発生時における安全かつ円滑 警 察 本 部

事業 な避難誘導を実施するため、避難経路上の

信号機を交通管制センターで制御できるよ

う整備

［整備数］

・Ｈ29 ５か所

・Ｈ30～Ｈ33 37か所（予定）

Ｊアラート（全国瞬時 8,100 北朝鮮の弾道ミサイル情報など、消防庁 防 災 部

警報システム）整備事 から送信される緊急情報に迅速に対応する [防災危機管

業 ため、現行のＪアラートの受信機を新型受 理課]

信機に更新

土砂災害特別警戒区域 3,880 土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン） 土 木 部

内住宅補強支援事業 内での住宅補強に対する支援を拡充 [砂 防 課]

［補助上限額］

現行：74万円 → 改正：170万円

［負担割合］県1/2、市町村1/2

消防救急無線デジタル 522,180 平成24年度に各消防本部から受託した消 防 災 部

化事業の国庫支出金等 防救急無線デジタル化事業において、談合 [消防総務課]

返還金 を行った工事受注者に対し損害賠償を請求

し、費用を負担した国及び市等に返還

［損害賠償請求額］

522,179,976円（建設工事請負代金

の2/10に相当する額）

［返還額］

・国 81,441,000円

・市等 440,738,976円
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(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

決算剰余金の活用によ 7,010,200 平成28年度の決算剰余金を活用し、県債 総 務 部

る県債の繰上償還 の繰上償還を実施 [財 政 課]

１．繰上償還額

２．繰上償還による収支改善効果額

H30 H31 H32 H33 H34 H35～49 合計

 公的資金繰上償還
 (4.3％等)

▲ 3,157 ▲ 2,853 ▲ 6,010

 民間資金借換債
（推計借入利率
 1.1％)の発行中止

▲ 61 ▲ 60 ▲ 60 ▲ 59 ▲ 59 ▲ 814 ▲ 1,113

合　　計 ▲ 3,218 ▲ 2,913 ▲ 60 ▲ 59 ▲ 59 ▲ 814 ▲ 7,1237,010

(単位：百万円）

収支改善効果額
区　　分

繰上
償還額

6,010

1,000

（単位：百万円）

7,762

3,000

2,000

112

157

1,731

2,762

　　今回取り崩すもの （単位：百万円）

⑤減債基金（一般勘定）を取り崩し、繰上償還に活用 4,248

3,791

457

（３）県債の繰上償還額 （単位：百万円）

⑥決算剰余金の活用による県債の繰上償還額 7,010

（Ｈ２９．９月補正予算） （④＋⑤）

（１）平成２８年度の実質収支のうち、繰上償還に活用するもの

（２）今年度繰上償還を行うため平成２８年度中に基金に積み立て、

・Ｈ２８．２月補正予算で積立て

・Ｈ２８．３月補正予算（専決）で積立て

項　　目 金　額

項　　目 金　額

①Ｈ２８実質収支（繰越金） 

②Ｈ２９当初予算計上済みの繰越金

③補正予算財源

・今後の補正予算に計上予定

・Ｈ２９．９月補正予算

・Ｈ２９．６月補正予算

④県債の繰上償還に活用

（①－②－③） 

項　　目 金　額
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（単位：百万円、％）

現計 ９月補正 計

(A) (B) (C)＝(A)+(B) (C)/(A)

１　補助公共事業費 47,543 378 47,921 100.8%

土　木　部 35,210 ▲ 6 35,204 100.0%

農林水産部 12,333 384 12,717 103.1%

２　県単独公共事業費 10,035 28 10,063 100.3%

土　木　部 7,671 ▲ 25 7,646 99.7%

農林水産部 2,364 53 2,417 102.2%

３　国直轄事業負担金 8,532 0 8,532 100.0%

土　木　部 8,122 0 8,122 100.0%

農林水産部 410 0 410 100.0%

４　維持修繕費 8,258 221 8,479 102.7%

土　木　部 8,211 221 8,432 102.7%

農林水産部 47 0 47 100.0%

５　受託事業費 475 203 678 142.7%

土　木　部 415 203 618 148.9%

農林水産部 60 0 60 100.0%

６　災害復旧事業費 6,406 767 7,173 112.0%

土　木　部 4,304 211 4,515 104.9%

農林水産部 2,102 556 2,658 126.5%

合　　計 81,249 1,597 82,846 102.0%

土　木　部 63,933 604 64,537 100.9%

農林水産部 17,316 993 18,309 105.7%

(注) 本表は、一般会計、特別会計（臨港地域整備特別会計、流域下水道特別会計及び県営住宅特別会計）

　　 を対象としている。　  

公 共 事 業 の 概 要

事業区分

Ｈ２９年度
伸　率
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　 （単位：千円）

 Ｈ２８年度 対前年度比

 現　計 ９月補正 計（Ａ） ９月現計（Ｂ） (A）/（Ｂ) Ｈ２９ Ｈ２８

 １．県　　　　　　　　　       税 67,285,341 77,344 67,362,685 68,422,657 98.5% 12.9% 12.6% 

 ２． 地 方 消 費 税 清 算 金 24,119,306 24,119,306 25,465,687 94.7% 4.6% 4.7% 

 ３．地  　方  　譲  　与  　税 12,953,000 12,953,000 13,425,669 96.5% 2.5% 2.5% 

 ４．地  方  特  例  交  付  金 192,000 192,000 173,000 111.0% 0.0% 0.0% 

 ５．地　  方 　 交 　 付  　税 178,989,000 178,989,000 177,421,000 100.9% 34.3% 32.8% 

       〃 （含臨時財政対策債） (202,162,000) (202,162,000) (201,292,000) (100.4%) (38.8%) (37.2%)

 ６．交通安全対策特別交付金 220,000 220,000 230,000 95.7% 0.0% 0.0% 

 ７．分 担 金 及 び 負 担 金 1,497,413 27,104 1,524,517 3,543,352 43.0% 0.3% 0.7% 

 ８．使 用 料 及 び 手 数 料 4,172,243 4,172,243 4,075,490 102.4% 0.8% 0.8% 

 ９．国　  庫  　支  　出  　金 70,829,497 158,877 70,988,374 79,285,832 89.5% 13.6% 14.6% 

10．財　     産      収      入 1,746,658 9 1,746,667 1,996,041 87.5% 0.3% 0.4% 

11．寄           附           金 158,106 40,000 198,106 210,779 94.0% 0.0% 0.0% 

12．繰           入           金 14,441,962 4,362,573 18,804,535 14,484,992 129.8% 3.6% 2.7% 

13．繰           越           金 3,111,881 2,918,602 6,030,483 6,606,742 91.3% 1.2% 1.2% 

14．諸           収           入 72,473,191 840,478 73,313,669 78,353,141 93.6% 14.1% 14.5% 

15．県                         債 59,896,400 742,800 60,639,200 67,782,500 89.5% 11.6% 12.5% 

　　  〃 （除臨時財政対策債） (36,723,400) (742,800) (37,466,200) (43,911,500) (85.3%) (7.2%) (8.1%)

合           計 512,085,998 9,167,787 521,253,785 541,476,882 96.3% 100.0% 100.0% 

　　歳　　　　出

　 １．議          会          費 1,013,522 ▲ 12,229 1,001,293 1,017,017 98.5% 0.2% 0.2%

 ２．総          務          費 26,684,878 702,785 27,387,663 30,152,056 90.8% 5.3% 5.6%

 ３．民          生          費 56,879,165 10,170 56,889,335 55,837,317 101.9% 10.9% 10.3%

 ４．衛          生          費 20,090,987 339,259 20,430,246 22,395,972 91.2% 3.9% 4.1%

 ５．労          働          費 2,245,341 15,508 2,260,849 2,496,876 90.5% 0.4% 0.5%

 ６．農  林  水  産  業  費 37,828,328 604,985 38,433,313 47,438,854 81.0% 7.4% 8.8%

 ７．商          工          費 71,074,126 ▲ 15,102 71,059,024 73,289,079 97.0% 13.6% 13.5%

 ８．土          木          費 69,147,153 475,295 69,622,448 80,958,010 86.0% 13.4% 15.0%

 ９．警          察          費 20,358,044 120,912 20,478,956 21,305,329 96.1% 3.9% 3.9%

10．教          育          費 94,390,162 ▲ 837,484 93,552,678 95,368,144 98.1% 17.9% 17.6%

11．災    害   復   旧    費 6,765,781 752,715 7,518,496 6,504,659 115.6% 1.4% 1.2%

12．公          債          費 80,023,833 7,010,200 87,034,033 77,930,516 111.7% 16.7% 14.4%

13．諸      支      出     金 25,284,678 773 25,285,451 26,483,053 95.5% 4.9% 4.9%

14．予          備          費 300,000 300,000 300,000 100.0% 0.1% 0.1%

合           計 512,085,998 9,167,787 521,253,785 541,476,882 96.3% 100.0% 100.0%

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

平成２９年度９月補正予算  科目別・目的別内訳一覧表

（一 般 会 計）

区                 分
Ｈ　２　９　年　度 構　成　比

　　歳　　　　入
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Ｈ２８年度 対前年度比較

現　計 ９月補正 計（A） ９月現計（Ｂ） （A）／（B) Ｈ２９ Ｈ２８

1．義   務   的   経   費 241,380,172 6,429,529 247,809,701 238,284,026 104.0% 47.6% 44.0% 

  (1) 人         件         費 122,079,006 ▲ 580,671 121,498,335 121,979,911 99.6% 23.3% 22.5% 

  (2) 公         債         費 79,800,482 7,010,200 86,810,682 77,717,064 111.7% 16.7% 14.4% 

  (3) 扶         助         費 39,500,684 39,500,684 38,587,051 102.4% 7.6% 7.1% 

2．普 通 建 設 事 業 費 88,655,432 582,567 89,237,999 115,793,479 77.1% 17.1% 21.4% 

  (1) 補   助   事   業   費 51,948,841 58,638 52,007,479 68,483,720 75.9% 10.0% 12.6% 

  (2) 単   独   事   業   費 26,935,154 324,928 27,260,082 34,286,096 79.5% 5.2% 6.3% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 8,531,809 8,531,809 11,284,811 75.6% 1.6% 2.1% 

  (4) 同級他団体事業負担金 11,300 11,300 6,400 176.6% 0.0% 0.0% 

  (5) 受   託   事   業   費 1,228,328 199,001 1,427,329 1,732,452 82.4% 0.3% 0.3% 

3．災 害 復 旧 事 業 費 6,465,741 765,512 7,231,253 6,204,010 116.6% 1.4% 1.1% 

  (1) 補   助   事   業   費 6,112,741 551,312 6,664,053 5,896,563 113.0% 1.3% 1.1% 

  (2) 単   独   事   業   費 353,000 214,200 567,200 307,447 184.5% 0.1% 0.1% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 0 0 0 － 0.0% 0.0% 

  (4) 受   託   事   業   費 0 0 0 － 0.0% 0.0% 

4．補      助     費     等 75,196,395 675,650 75,872,045 77,883,255 97.4% 14.6% 14.4% 

5．貸          付         金 67,924,073 67,924,073 70,242,573 96.7% 13.0% 13.0% 

6．そ          の         他 32,464,185 714,529 33,178,714 33,069,539 100.3% 6.4% 6.1% 

合           計 512,085,998 9,167,787 521,253,785 541,476,882 96.3% 100.0% 100.0% 

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

平成２９年度９月補正予算  性質別経費内訳一覧表

（一 般 会 計）

( 単位 : 千円 )

区               分

Ｈ２９年度 構　　成　　比
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県 予 算 規 模 の 推 移
（単位：百万円）

年度 当初 前年比 ６月補正 ９月補正 11月補正 ２月補正 その他 最終専決後
(％)

10 639,430 +6.0 44,955 4,665 46,835 追加提案 ▲6,908 10/15 1,200 730,209
(経済対策45,964) (経済対策 4,205) (経済対策45,734) (経済対策 702) (災害復旧)

追加提案 1,050
(給与 1,050)

◎11 634,415 ▲0.8 23,101 11,465 追加提案 36,973 追加提案 1,195 708,415
(経済対策37,670) (経済対策 6,779)
(給与 ▲1,483)

12 643,823 +1.5 11,697 28,958 追加提案 ▲1,457 10/23 403 679,977
(経済対策 3,835) (経済対策26,720) (経済対策 4,963) (震災対策)

追加提案 ▲1,172
(給与 ▲1,172)

13 665,250 +3.3 4,546 4,647 追加提案 ▲965 8/ 2 109 674,343
(緊急雇用創出 (経済対策22,263) (漁業対策)

3,600)

14 642,760 ▲3.4 6,856 30 11,238 638,458
(経済対策11,238)

追加提案 ▲22,049
(経済対策 1,495)

◎15 626,909 ▲2.5 2,995 7,900 追加提案 ▲31,882 10/10 866 604,649
(衆院選挙)

16 605,741 ▲3.4 ▲1,315 1,041 追加提案 ▲18,512 585,474

17 553,973 ▲8.5 ▲1,562 追加提案 ▲ 2,008 8/ 8 850 554,186
(衆院選挙)

18 523,261 ▲5.5 1,863 4,508 追加提案 ▲ 4,691 7/31 13,529 538,243
(豪雨災害)

◎19 510,731 ▲2.4 5,916 663 3,691 追加提案 ▲13,974 507,797

20 501,199 ▲1.9 3,288 1,515 2,619 23,195 3/24 15 516,262
(経済対策 2,619) (経済対策23,127) (強風災害)

追加提案 ▲16,703

21 527,070 +5.2 45,403 15,635 1,399 26,516 598,032
(内経済対策 (経済対策45,403) (経済対策 8,827) (経済対策 485) (経済対策25,974)

8,335) 追加提案 ▲20,870
(経済対策 5,921)

22 535,493 +1.6 200 4,864 440 ① 267 8/ 9 31 552,554
(内経済対策 追加提案 4,044 (経済対策 434) (除雪 267) (口蹄疫)
25,706) (経済対策 4,044) 追加提案 15,741 ② 2,754 8/23 1,568

(経済対策15,541) (経済・緊急対策6,929) (土砂災害)
追加提案 ▲20,132

23 532,225 ▲0.6 6,298 2,913 2,775 7,087 541,312
(内経済・緊急対策 (経済対策 6,057) (経済・緊急対策767) (経済対策 2,250) (経済対策 714)
27,630) 追加提案 9,144 追加提案 ▲21,034

(経済対策 9,138)

24 527,651 ▲0.9 1,100 3,159 431 30,075 5/14 390 543,693
追加提案① 673 (経済対策31,325) (雇用基金等)
追加提案② 5,363 追加提案 ▲25,273
(経済対策 4,194)
(給与 1,169)

追加提案③ 2,572
(経済対策 2,572)

25 531,157 +0.7 558 ① 81 1,150 11,359 7/ 3 42 538,588
(災害援護資金 81) (経済対策13,530) (風しん抗体検査)

② 32,509 追加提案 ▲38,451 8/29 900
(災害復旧24,856) (８月大雨災害)

26 527,234 ▲0.7 369 3,577 2,794 ① 6,058 511,435
追加提案 1,533 (経済対策 7,315)
(給与 924) ② 1,650

追加提案 ▲32,037

27 529,966 +0.5 279 3,780 追加提案 918 12,051 533,770
(給与 918) 追加提案 ▲39,671

28 520,219 ▲1.8 437 4,703 3,612 1,804 505,596
追加提案 16,118 (経済対策 3,612) (経済対策 1,804)
(経済対策16,118) 追加提案 414 追加提案 ▲40,171

(給与 414)

29 511,771 ▲1.6 315 9,168

(注)１．当初予算欄の◎は、統一地方選挙を控えた「骨格予算」
２．平成25年3月29日島根県告示第231号により定例県議会招集月を12月から11月に変更したため「11月補正」に改称
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